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５．東莞市における私営企業の生成発展と動向
（１）東莞市経済の概況と印象
東莞市産業について私が持っていた知識は、東南ア
ジアにおける流通（取引、輸送、情報）機能の中心的
役割を果たしている香港に近接しているという地理的
条件と、内陸部からの出稼ぎ労働者の低賃金労働力に
着目した、外資企業や外資との合弁企業が発展の主体
となって誕生した、高度な下請企業集積地域であり、
主に海外向けの生産を行っているというものであっ
た。
東莞市の地元戸籍人口は、現在では凡そ150万人で、
これは1980年代人口の凡そ５倍であるという。こうし
た人口急増を背景に、1985年には県から市に昇格し、
さらに1988年には地級市に昇格した。現在はこのほか
に、台湾に70万人の東莞出身者がおり、また海外にい
る東莞出身者も20万人以上に上る（東莞市筒介・広東
省地図出版社2001年10月出版による）という、進取の
気風に富む地域風土の大都市である。
この爆発的な人口増加は、改革解放後の「三来一補」
と呼ばれる形態での香港や台湾からの進出企業によっ
て齎されたものという。嘗ての東莞は「魚、米、果物
の故郷」として著名な農村地帯であったが、現在は、
輸出志向の電子通信機器や電気機械産業の国際的な加
工製造基地として大発展し、総合経済力では中国にお
ける全国城市30強の一つに数えられるという。
しかし以上の理解は、今回の東莞市の訪問調査の体
験によって、必ずしも正しくないことを知った。辛飛
氏（清華大学助理研究員）からも、東莞市は古くから
産業活動が活発な地域で、現在の主たる産業は、家具、
電子関係、プラスチック関係、靴、衣服などで、総企
業数は17万余に上ると聞かされた。つまり電気関係や
電子関係の加工基地だけではない。現在の東莞市製造
業の業種別構成を電話帳を利用して推計すると、五
金・金属材料及び制品業（15.5％）、電気及び器機
（15.2％）、机械、机床及び附件（11.2％）、造紙・印
刷・包装（11.0％）、橡 塑料（8.8％）、服装・鞋帽及
び皮革（7.0％）、化学工業（5.2％）、動力・電力机電
設備（4.8％）、紡績業（4.5％）、通用零部件（3.8％）、
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金属表面処理（2.3％）、日雑・軽工（2.0％）、木材・
家具（1.8％）などであって、電子関係や金属関係の
業種が多いが、それ以外にも多様な業種の企業が存在
していることが分かる。事業所向けのサービス業も発
展しており、法律事務所、会計師事務所、市場調査、
管理諮詢、企業策 、人材服務、広告服務などの広
告が電話帳には数多く並んでいた。管理諮詢事業所の
広告に表示してあるビジネスアイテムを列挙して見る
と、ISOなどの認証申請指導、組織作り、人材の教育
訓練、企業内審服務、TQM管理策 、6S現場改善、
人材代聘服務、人力資源管理策 、営業管理策 、
企業管理知識培訓、方針管理、新産品開発管理などで、
認証代理業者の広告の中には、申請成功率100％、25
日から45日で完成、などと書いているものもあった。
つまり東莞市の産業は、海外企業からの電子関係や
電気関係の受託生産だけではなく、多様な業種にわた
っているし、また海外企業依存の下請け的な企業や、
その製造部門の分工場的なものばかりではなく、自主
独立の地場企業もかなり存在しているようである。
（２）東莞市経済の発展と地域社会の変貌
我々が訪問したのは、東莞市33鎮の中の、厚街鎮、
塘厦鎮、石碣鎮、長安鎮の４地域であるが、何れも、
嘗ては東莞市の周辺部分にある農村地帯だったとい
う。
現在の厚街鎮は、人口は凡そ８万８千人、他に、四
川省，湖南省，江西省などからの出稼ぎ人口が60万人
ほどいるという。地元戸籍の人たちは経営者か幹部管
理者になって豊かに暮らし、現場労働は外来の出稼ぎ
労働者によって担われており、地元戸籍人口の一人当
たり年間収入は平均6000元、厚街鎮住民全体の貯蓄額
は77億元だそうである。塘厦鎮も、地域戸籍人口は
3.3万人、外来労働者30万人強、地元戸籍人口一人当
たりの年間所得は平均して2000年資料では7900元、
2001年資料では9200元で、1995年に比べると2.9倍に
増大したという。石碣鎮も、石碣鎮の地元戸籍人口は
3.5万人、外来人口は9.5万人強、地元戸籍人口一人当
たりの年間平均所得は7100元（2000年）、所得の伸び
率は1978年の37倍であると言う。長安鎮も、2001年の
地元戸籍人口は３万５千人弱、現在の常住地元民の人
口は４万人、ほかに香港に移住した長安鎮出身者は３
万人強（長安鎮が貧しかった1977年から1979年ごろに
若者が流出したものという）、外来労働者人口は60万塘厦鎮の中心部にあるショッピング街の一部
厚街鎮の国際家具展示場
塘厦鎮にある工業団地の一部（高層建築の工場
群と、工場に隣接して設けられた出稼ぎ従業員
用のアパート群）
東莞市の外観
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人強（2002年８月の時点では70万人強）、地元戸籍人
口の2001年での平均年所得は9600元で、前年比8.7％
の増であると言う。
つまり、これら四つの鎮は、程度に多少の違いはあ
るが、近年の人口増加は爆発的であり、地元戸籍住民
は等しく豊かになった。おそらく東莞市内の他の鎮も
同様と思われる。こうした発展を生み出した原動力は、
言うまでもなく地域における産業発展であった。ただ
鎮によって産業発展の過程や現状は同じではない。
現在の厚街鎮には、家具と靴のメーカーが多く立地
している。当地域の家具産業は、1985年に香港の家具
業者が厚街鎮の双崗村に進出し、地元農民による受託
生産が始まったことが契機となった。間もなく、地元
農民が技術を覚え、自立して家具製造に従事するよう
になり、東莞市に凡そ2000社の家具工場が生まれたが、
その内の400社は厚街鎮に集中した。現在の販路は、
輸出向けだけでなく、内需向けもかなり多くなったよ
うである。厚街鎮の中央大通りには家具産地であるこ
とを示す多くの標識や旗が立ち並び、木製家具製造に
関連する金具,材料,機械などを取り扱う多くの業者が
軒を並べ、一大家具産地であることを感じ取れる。こ
の家具産地が形成されたのは、この地が家具流通の基
地である香港に近く、研究開発やデザインに関する
様々な情報を早く入手できることに起因するという。
最終製品である家具メーカーを補完する関連業種企業
が多く生まれ、全体として高度な集積構造を発展させ、
強力な家具製造基地に成長発展させたメカニズムは何
か、大いに関心のあるところだが、今回の調査では、
深入りすることが出来なかった。
現在の塘厦鎮と石碣鎮は、海外からの進出企業が主
導する輸出型加工業が活発で、改革開放以来、電子通
信分野の海外企業を迎え入れたことから始まったよう
である。塘厦鎮では1995年以降は毎年80から100企業
の進出があり、現在では「三来一補」企業が1000社、
その主な業種は、電子部品や電子機器とプラスチック
製の電子機器部品などである。石碣鎮は1980年代に香
港企業の進出によって靴やアパレルの製造が始まった
が、後、電子工業が発達してきたという。現在では、
1100社以上の企業が立地し、主な製品はコンピュータ
ーの部品である。この両地域とも、近年の産業発展は
凄まじいものがあるが、地域が主体的に発展させたと
いうよりも、香港に近いということ、低廉な労働力を
利用できるということ、に惹かれて外資企業が集中し
たという、いわば受動的に発展したものである。近年、
外資企業には、先端技術部分を上海の方に移す動きが
出つつあり、やがて東莞には労働集約的部分だけが残
塘厦鎮蛟乙塘村の村委会（村役場）の建物
昔の農村風景（村の周辺部に記念地域として残
されている）
塘厦鎮林村の入口を示す門（公園のような門に
続く建物が村民（農民）達の住居である）
農村部の変貌
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るのではないか、と懸念する声もある。これからの中
国国内市場の拡大によって珠江デルタが僻地化する傾
向があり、海外市場への輸出の場合も行政レベルの能
力が低いため手続きに手間がかかり過ぎることに起因
するという。我々が訪問した福摩斯托電子の今村総経
理も、税関での検査に時間がかかりすぎることがある
と言っていた。こうした事態が進行すれば、近い将来、
外資系企業に主導されるこの地域の経済も、やがて停
滞し衰退する恐れがあるのかもしれない。
長安鎮政府も改革解放後は海外志向戦略を取って進
出外資の受け入れに努め、香港からの企業進出を初め
として、アパレル、玩具、塗料などの産業が生まれた
が、1985年ごろから電子産業の進出が始まった。2001
年末では、香港、台湾、日本、アメリカ、韓国などか
らの投資企業は1640社にのぼったという。こうした長
安鎮経済の性格について、政府財経弁公室副主任の李
瑞勤氏は、長安鎮には自分たちの産業がなく基本的に
は外資主導なので危険がある。外資が出て行ったら産
業がなくなってしまうからだという意見を聞かされ
た。そこで長安鎮では、外資を地元に惹きつけるため
に公園を作ったり、地場資本による産業の振興を図っ
たりしているという。現在では、地場資本による私営
企業も453社に達し、主な産業は、電子、電器、五金、
玩具、鞋、衣服などと多様化しているという。
何れの鎮においても、こうした急速な民営企業の発
展によって、地元農民の多くは、企業経営者や高級管
理者になって農作業から離れ、相当の財産を蓄えたよ
うである。中には、毎日をマージャンで過ごしている
者もいると言う。鎮政府や村委員会の財政も急速に豊
かになったようで、我々が訪ねた鎮政府の建物は、何
れも一流ホテルを思わせる豪華な外見を持っていた。
鎮政府や村委員会は豊かな財源を基礎に、さまざまな
地域開発のための投資を行なっており、工場団地や住
宅団地の建設とか、道路の整備、地場産業製品のため
の巨大な展示館を建設、見事な公園の建設、ホテルや
ゴルフ場を含む巨大なリゾート地の建設など、活発に
展開している。かくして20年前の農村地帯は、今や近
代的な大都市へと大きく変貌しつつある。この発展の
原動力は、もとより外来企業の進出と発展であること
は言うまでもないが、底辺でそれを支えている出稼ぎ
労働者の存在を無視することはできない。彼らは概ね
20歳代前半の男女達で、低賃金と厳しい労働条件の中
で、現場労働者として懸命に働いている。地方の農村
戸籍労働者は出稼ぎ先の土地に定住することを厳しく
制約され、数年間の労働を終えると、それまでの蓄え
を持って故郷に帰るという。かくして絶えず出稼ぎ労
働者の新陳代謝が行われているというメカニズムによ
って、現場労働者の賃金は低い水準に定着して来た。
生まれ育った地域の違いによって極端な経済格差をつ
けられ、しかもそれが年々、拡大していくという現実
を、中国の人々は如何に受け取っているのだろうか。
ここに現代中国社会のアキレス腱を感じさせられる。
今回の調査では、彼ら出稼ぎ労働者の現実の片鱗をも
窺い知ることが出来なかったが、その動向は、東莞市
経済の将来を占う鍵を握っているのではないだろう
か。
地元住民に数倍する外地出稼ぎ労働者の急速な流入
によって、地域の総人口は膨れ上がり、従来の警察機
構では手が回らなくなり、治安上の問題が表面化した
ので、地元民に手当てを払って警察の手伝いをさせて
いるという鎮もあるという。「義務公安員」と書かれ
た腕章をつけたオートバイの若者が長安鎮の大通りを
走り回っている姿を、良く見かけた。最も彼らが何ら
かの取締り行為をしている姿を見ることはなく、代価
を受けて人々をオートバイに乗せて運んだり、荷物を
運んだり、簡易なタクシー代わりの仕事をしている姿
が多かった。
（３）私営企業に対する地域政府の態度と施策
民営企業に対する東莞市政府の姿勢は、今までに見
聞した範囲では最も私企業の自由を尊重しているよう
に感じられる。 博市の場合には企業集団化や、外
資との合弁による資本導入とか技術や経営の近代化が
強く指導されていたようであった。温州市の場合も、
多くの有力企業は企業集団化の道を歩んでいたが、そ
の背後には政府の指導方針の存在を感じ取れた。今回、
中小企業司の説明で知った政府方針も、中小企業経営
の成長発展方向は大規模経営化であった。
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しかし東莞市に進出した外資の殆どが今でも独資で
ある。石碣鎮の太陽誘電董事長の山本衛氏の話しでも、
同社は今後とも独資形態を変えるつもりはないと言っ
ていた。東莞市政府の指導方針は、進出企業の自主性
を尊重し、必ずしも、無理な集団化や合併を指導して
いないようである。しかも東莞市政府は、権限の許す
範囲内での企業優遇措置を講じている。土地価格を安
くして企業誘致に努め、社会保険負担の軽減措置を講
じ（石碣鎮副鎮長の劉錦松氏の話では、中央政府の方
針では外来労働者にも100％加入を原則としているが、
当地の現実は30％程度に抑えているという）、道路整
備や商品展示場の建設とか国際見本市の開催など流通
面のインフラ整備を行い、知的人材の招聘のための優
遇措置や、講習会や講演会とか研修会の開催とか、商
会（業界団体）の設立指導など、多くの私営企業の経
営支援施策を展開している。
このような東莞市政府の態度、つまり、企業の成長
発展戦略には干渉せず、もっぱら企業活動を側面から
支援する様々な施策を用意して、企業の成長発展を促
進しようとする指導態度も、この地域の著しい産業発
展を可能にした要因として無視できないのではないか
と思われる。
今回の企業訪問で応接室に案内された時、まず気が
付いたことは、温州市や 博市の企業で見たような
政府や銀行の賞状を殆ど見なかったことである。これ
は東莞市の企業が、政府や銀行などに気を使う必要が
ないことを示唆しているのだろうか。
しかし、村委員会の恣意的な基準による賦課金の割
り当てや、地方政府役人の権限を利用し私欲を充たす
ような行動が、東莞市でも一部ではあるが行われてい
るようである。我々の調査行動中、昼食や夕食の多く
が、政府役人や村委員など関係者との会食という形式
で行われ、我々はこの機会にも地域事情を聞けて大い
に参考になったが、ある日の鎮政府招待の夕食会に、
役人と一緒に本調査とは無関係な女性（我々の質問に
応じ、地元で文房具関係の会社を経営していると自己
紹介があったが）が断りもなく参加し、会食終了後、
役人と一緒に姿を消したことがあった。温州市や
博市よりも遥かに頻度は少ないが、一部役人の腐敗振
りに義憤を感じさせられた。
泉水の前から公園入り口の建物を望む（ここに
は筆者一人しか写っていないが、この日（ウイ
ークデー）もかなり多くの入園者がいた）
長安公園と書かれた植え込みの前に立つ筆者
（広い敷地の中は、よく手入れされ清潔であった）
長安公園入り口の門（有料の公園（入園料は僅
か）で警備員二人が立っている）
長安鎮の中心部にある公園
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（４）訪問調査企業の経営概況
東莞調査（注1）で我々が生成発展の過程を明らかに
できた企業は、以下の10社であった。調査しえた創業
経過と経営概況は以下の通りである。
金利源家具有限公司＝1994年創業。製品は中国の伝
統的デザインの机や椅子で、当時39歳の陳国寿氏（現
董事長）が同志二人と20万元の元手を用意して紅木
（マホガニー）家具の製造に乗り出したもの。陳氏は
1955年生まれで高校卒業後は農村部の供銷社（地元民
向けの物資配給機関）で働いていたが、家具について
は全くの素人、マホガニー家具が儲かると人から聞い
て挑戦したもの。他省の出稼ぎ者の中から家具製造の
経験者を７人ほど選んで雇い出発、さらに彼らが知り
合いを呼び込んで50人ほどになった。当時は工場の体
裁を持たず単なる作業場で竹葺きの粗末な建物を借り
簡単な工具を使って伝統家具を生産。製品は作れば売
れ、96年には従業員数200人となり工場も改築、製品
の販売は販売代理商人に委託したがトラブル（代金を
払わず行方不明など）が多かったので97年から専門販
売店50店への直接販売に乗り出す。98年には従業員
700人（現在は機械導入によって従業員規模は600人、
うち管理やデザイン開発業務の担当が20名、その他は
全てが他地域からの出稼ぎ）に成長。現場作業は工程
別に分割され、各工程に担当者が割当てられ、賃金支
払いを出来高払いとして管理。作業場は広く整理整頓
されているが工程間の連絡に対する配慮は不十分、作
業員は割当てられた作業ブースの中で簡単な木工機械
や手道具を使って懸命に作業していた。また作業環境
は粉塵が舞い不良、従業員の多くは自立願望が強く辞
めていく事が問題と言っていた。全国規模の総代理店
を設けて販売業務を任せ同社は製造に専門化、200年
からは皮革製ソファーの製造と輸出に進出、今までの
他の共同経営者は関連事業部門（蘇州市の金利源家具
博覧中心など）の経営を担当し現在の当社は陳氏のワ
ンマン経営。当社の主製品である紅木家具の標準的な
製品である椅子とテーブルの１セットの工場渡し価格
は4000元（６万円）から5000元（７万５千円）、本革
張りソファーの平均的な工場渡し価格も4000元から
工場内部（広い空間に従業員の姿はまばら、照
明が少なく暗い、暑い夏の訪問だったが従業員
は扇風機をつけて仕事をしていた）
作業工程の一部（椅子の脚の丸みをつける作業
を、治具も使わず研磨機にかけ、手作業に近い
形で懸命にこなしていた）
組み立てられた製品の仕上現場（組立てた椅子
を集めた現場で、作業員が一つ一つを目で確か
めながら手直し作業をしていた
金利源家具有限会社
7000元、製品の外見は良く出来ているが引き出しの動
きなどが粗雑で仕上げの精緻さには足りない点を感じ
た。素材となる紅木（マホガニー）の原木は東南アジ
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アからの輸入、工場施設としては日本の家具メーカー
には見られないような広い工場と商品展示場を持ち、
さらに拡大中。現在年商は8,000万元、売上高純利益
率は10％程度。
兆世家具実業有限公司＝1992年創業。現董事長兼総
経理の陳氏が高校卒業後に海産物を商う個人ビジネス
を営み、さらに大工の仕事を数ヶ月経験した後、供給
不足で香港から進出したメーカーの粗悪品質家具が売
れているのを見て、39歳のとき数万元の蓄えを元手に
簡単な木工機械を手に入れて一人で起業した。以後は
機械導入によって事業拡大を進め、現在従業員数は
600人。さらにオフィス家具製造に乗り出し、現在は
競争の殆どない（市内には数社だけ）オフィス家具に
専門化。現在の資本金は1600万元で借入金はなし、部
材や金具は全て外部（東莞市内の工場）調達だが、品
質に問題があり、重要な金具はドイツやイタリアから
の輸入。当社の製造作業は組立と仕上だけのようで、
工場は市内数箇所に分散している。広い展示場を持ち、
販売は単品でなくセット販売、つまり事務室機能をト
ータルで売る。国内の市場調査を不断に行って事務室
の建設や改築の情報を集め、見込み客が発見されれば
内装段階で設計担当社員を派遣し設計図面を提示して
売り込む。デザインや研究開発を担当するものは20人、
営業担当は30人、従業員はみな他地域（東莞市以外）
から来た人たちで、月平均1500元程度、設計やデザイ
ン担当には数千元を支払っているという。また管理や
技術とかデザイン担当人材は、自社養成したり、人材
市場を通して採用したり、更に固定的な雇用形態であ
ると言う。更なる大規模化を志向しており、現場作業
員は過剰気味に見えた。経営者は、当社の経営上の問
題点は生産管理面の弱体と言っており、経営コンサル
タントの指導でISO9001の認証を得ているが、進捗管
理に問題があり、原因は管理者や現場作業者の能力不
足にある言う。なお中間管理者に対する権限委譲は不
十分なようで、地域や企業によって事情が異なり一般
的な管理スタイルの採用は非現実的という見解であっ
た。
茂森精芸金属有限公司＝1975年香港で創立。1991年
から東莞に工場進出した。既に、雁田に２工場（金型
プレス作業現場（よく整備された作業現場で、
輸入品の高性能プレス機械を使って20歳前後の
作業員が小物のプレス作業に励んでいた）
自動倉庫（非常に多くの金型を使うので、自動
倉庫を導入し出し入れ作業を自動化していた）
プラスチック金型の製造現場
茂森精芸金属有限公司のプレス作業現場
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工場と組立工場）、山東省順徳に１工場を持っており、
東莞工場（大型プレス機を使っての板金プレス）は第
４工場、社長は本社派遣の技術者だが独立採算制で運
営、従業員2000人，33,000㎡の敷地を持ち、隣に従業
員寮を持っている。製品はOA部品（複写機、プリン
ターなどの）で、金型は雁田工場で作り、当工場では
量産を担当、受注の70％は日系企業（富士ゼロックス、
リコー、コピア、シャープ、ミタ、コニカ、ミノルタ、
東芝などで、CADを導入して打ち合わせに使ってい
る）に、残りは米欧企業に依存、販売先は中国国内が
80％、残りは香港などへ出荷。つまり茂森工場は、日
本を中心とする外国企業の製品の中国国内市場への販
売拠点として設立されたもの、日系企業の品質や納期
への要求は厳しく、５Ｓ運動を導入しISO9002の認証
も受けている。不良率は３％程度、ワーカーの平均年
齢は22～25歳、実際の賃金は寮費などを引いて800元
ぐらいで雇用契約は年単位で毎年更新、ライン長は
1000元以上で勤続５年ぐらい。
東莞保輝電子有限公司＝1990年香港で創立された保
輝企業有限公司が、1995年に東莞に工場を移転したも
ので香港本社には製造機能はない。独資企業。資本金
は8000万元、社長は55歳で化学技術者、副総経理は香
港本社からの出向で人事の専門家、顧客から設計図を
示されて製造し納品する。製品は日本向けの玩具、主
な顧客は、バンダイ、アメリカバンダイ、トミーなど。
従業員数は1100人（内中間管理職150人）。残業代込み
で寮費を差引き月500元から600元、稼働率100％で８
時間交代制、原材料は香港で調達、日本の受注は小ロ
ットで品質や納期の要求が厳しく、不良率が５％程度。
山進電子廠＝1993年に台湾の山進電子工業有限会社
が香港を通じて東莞に進出し建設したもの。工場建屋
は賃借り、半導体などは日本企業がマレーシアなどで
生産したものを輸入して使用、他の部材は地元で調達
（他地域で調達すると税関手続きが煩雑）、金型は自社
生産、技術開発など中核技術は台湾本社が担当し、外
観などは顧客が当社製品を参考に顧客が決めている。
製品は日本企業（コロンビア、パナソニックなど）か
らのOEMで、ラジオやラジカセなどを生産している。
1994年の生産台数は10万台強、今年は70万台を目標、
2001年の従業員数は350人（1994年では80人）、日曜日
は休みで賃金は月平均1000元程度、近年は年率５％程
度上昇気味という。深 よりも20％程度は安い、1998
年にISO9002の認証を受けた、稼働率が90％程度、不
良率（成品検験批品質允収率）85％など。
忠富制衣廠＝1986年に香港で設立された浩凱国際有
限公司（数人の従業員と数万元の資金から始めたニッ
トのアパレルを扱う会社）が、中国に進出して設立し
た同社の製造部門で、現在の従業員数は400人程度
（最盛期は600人だったという、単純労働者が86％）、
製品は殆どが輸出、昨年まではOEM生産が全てだっ
たが、本年から10％程度の自社ブランドを作っている。
デザインは同系列の忠富時装批発、原材料の大部分は
中国国内（広州、仏山、仙頭、浙江、柯橋など）から
調達、メーカーからの直接買い付けと卸し市場で代理
商からの２ルートである。銀行融資は基本的に受けな
い。専売店の構築は資金を要するのでやめた。本社の
経営は芳しくなく（1997年の香港の経済危機での株価
暴落に起因）、当廠の収益状況も同様。今後は広州に
卸店を作り、各省の代理店に卸売りをする予定。
太陽誘電（東莞）有限公司＝太陽誘電（日本のコン
忠富制衣廠の入り口付近にあった求人掲示
応募条件が18歳から25歳まで女子優先とある
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デンサーメーカで一部上場企業）の100％出資で1994
年に設立した子会社（セラミックコンデンサーやイン
ダクターを製造）、ほかに税務上の配慮から1999年に
太陽誘電（広東）有限公司（中国の携帯電話市場拡大
を狙った積層セラミックコンデンサーやチップインダ
クターの製造）も設立している。両社とも独資公司。
太陽誘電（東莞）は従業員2000人あまり、日本からの
出向者（生産管理、技術、企画、会計などを担当）は
40人ほど、太陽誘電（広州）は従業員3000人あまり、
太陽誘電（東莞）の董事長山本氏は技術者出身で日本
本社の経営者の友人。この工場の生産技術や管理技術
の水準は非常に高く、日本国内の一般作業現場より遥
かに高い水準と感じられる、原材料歩留まりは97％程
度という。従業員の地元雇用は２％ぐらいで、殆どが
陝西省、湖南省、河南省、四川省と、重慶市からの出
稼ぎ、平均年齢19歳の女子、従業員は全て１年契約で、
労働力の質は日本より高いという。現場は24時間操業
で原則２交代制、現場ワーカーは主に東莞にある各省
の出先機関を通して新卒者を雇用し、募集に苦労する
ことはない。離職率は月で３％程度。現場ワーカーの
給料は残業を込め月800元程度。会社に寮があり名目
では月1000元から1100元になるという。営業拠点を、
香港、上海、台湾に置き、中国国内にセットを売る企
業に対して営業活動を行っている。原材料や部品の
80％は現地（華南）調達、製品コストに占める購入部
材費は80％、人件費は総コストの４～５％に過ぎない
という。
沙頭塑膠五金製造廠＝香港の偉豪実業公司（1990年
に登録）が、1991年に長安鎮沙頭村の誘致に応じて建
設した工場で、村内中心地の千平米の工場（沙頭摸具
塑膠製造廠・プラスチック金型製造）であったが、
1992年に現在地に５万平米の工場（沙頭塑膠五金製造
廠・プラスチック玩具製造）を建てたもの。香港偉豪
社長の親戚が当地長安鎮出身者であった、香港の偉豪
本社がアメリカや日本等から受注したプラスチック玩
具の製造を行い、従業員数は2000人余り、賃金は月
500元から600元ほど、製品は香港本社から輸出、原料
は香港からの輸入である。
広東歩歩高電子工業有限公司＝1995年に中山市の国
有企業「小覇王」の開発スタッフがスピンアウトして
設立、はじめ日本のバンダイから「タマゴッチ」の生
産を受注して急成長し、多くの蓄積を持ったが、現在
は村の中心部に広大な敷地と社屋を有し、独立企業と
して自社開発の家庭用電子機器（ホームシアター、オ
ーディオ機器、DVD、コードレス電話、語学練習機、
電子辞典など）を製造。明確なブランド戦略を持ち、
国内向けに販売している。従業員数は初め数百人、一
時7000人を越えたが現在は5000人程度。株は創業者が
大部分を、一部を社内管理者が持っている。社内を３
部門に分け、独立採算制をとって管理している。各部
門とも多数の開発担当者をもち、金型は自社生産、部
品を省内の地場企業から調達、当社では組立が主。
1999年ISO9001の認証を受け、また広告宣伝に力を入
れ、フランチャイズ制の代理店を省ごとに設け管理し
ている。
東莞福摩斯托電子有限公司＝1993年に台湾でプラス
事務室の風景（広いスペースに個人別に仕切ら
れたブースで静かに仕事に没頭していた）
流れ作業の現場（20歳前後の若い女性ばかりの
現場であった）
太陽誘電有限公司の内部
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総数3400人（うち、設計者や技術者が50名、品質管理
者は50名）、労働者とは１年契約、だが当社では継続
勤務を望み、労働異動率は月に１％以下、様々な文化
活動を活発に展開し労働者の質の向上（団体精神の高
揚）を図り年率30％以上の成長を実現することを目標
に掲げている。労働者の月収は福利厚生費や食事代を
含めて800元～850元で一般並み。敷地面積3万4000平
米。建築面積４万5000平米、部品の調達は85％が現地、
他は香港（日系企業からは30％）から。当社の総経理
今村秀雄氏は「向上企業」社長の古くからの友人であ
るという。
（５）東莞私営企業の生成発展を促進した要因
今回、訪問することが出来た10企業のうち、７社は
海外からの進出企業に主導されて依存的経営を展開し
ているもの、香港の本社に主導されているものが４社
（沙頭摸具塑膠製造廠、太陽茂森金属製造廠、東莞保
輝電子有限公司、忠富制衣廠）、台湾の本社に主導さ
れているものが２社（東莞福摩斯托電子有限公司、東
莞石碣山進電子）と、日本の本社に主導されているも
のが１社（東莞太陽誘電有限公司）である。この7社
は、何れも輸出志向であり、本社依存型のビジネス展
開を続けている。残りの３社は地場企業で、内2社は
地元民の創業した私営企業（東莞市金利源家具有限公
司、東莞市兆生家具実業有限公司）、残りの一社は国
有企業からスピンオフした人たちが起こした私営企業
（広東歩歩高電子工業有限公司）であり、いずれも自
主独立の経営を行っている。
これら企業の創業時期は、1990年から1995年にかけ
てであって、中国の改革開放政策が軌道に乗り出して
からである。
なお、今回の会社訪問では、我々の質問に対し十分な
答を頂けない場合が多く、工場現場や事務室の視察が
許されない場合もあった。これが東莞市の地域風土な
のか、政府の威令が行われていなのか、分からない。
１．輸出指向型の外地本社依存企業の経営実態
進出企業に主導され輸出志向でビジネス展開をして
きた依存型経営の企業は、何れも、自立的な企業行動
チック成型（日本企業との取引が主）をやっていた
「向上企業」が設立した独資公司。向上企業は本社を
含め６社の系列会社（フィリピン、香港、東莞など）
を持つ。製品は香港の系列会社から発注された電子電
機製品（アイワやフィリップスとかソニーのオーディ
オ、アルテックのコンピュータースピーカー、ダイキ
ンの空気清浄機、日立のエアコンユニット、松下電工
のドアフォンなど）の生産で、現在の年商は４億米ド
ルほど。一般に当社工場価格の２倍程度で小売（カー
関連では４倍）されている。コストに占める人件費の
割合は10％以下で、材料部品費が80～90％を占める、
原材料歩留まりは99％。顧客の70％は日本企業、製品
のデザインと基本スペックは顧客から指示を受け、機
能設計や金型設計は当社、当社は組立が主で、部品納
入業者（広東省内が大部分）が450社ほどある。社員
作業現場（多くの標語や訓示などが掲示されていた）
掲示された標語の一例（個人の服装や態度とか、
教養を身に付けよなども加わったもので、日本
でもお馴染みの5Sとは少し違う）
東莞福摩托電子有限公司の作業現場
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そかし多くの会社で、返品率が3％程度であるとも
聞かされた。工場内部の管理体制は良く整備されてい
るが、関連企業間の連携には問題があるのだろうか。
石碣山進電子廠の総経理，王癸松氏の話では、当地
の賃金もその他のコストも深 より安いので、全般
的に当地の製造コストは、深 よりも２割ほど低く
抑えられるという。
製品出荷価格に占める人件費の割合は、売上高と従
業員数とから推測すると、概ね５％程度である。日本
の中小企業では平均して30％程度が普通であることを
考えると、この地域の優位性が良く理解できる。太陽
誘電の山本董事長の話では、一般的な原価構成は、原
材料費80％、労務費４％から５％程度、その他の15％
程度が製造間接費とか一般管理費であると言うことで
あった。
こうした低コストを実現できる背景には、内陸部の
農村地域からの出稼ぎ労働力を豊富に利用できるとい
う事情があろう。出稼ぎ労働者の賃金水準もかなり低
すぎると思われるが、雇用条件は出稼ぎ労働力の宿命
として１年契約であり、これが低賃金を固定化させる
重要な役割を果たしている。受注増大によって従業員
増加を必要とするときでも、企業が労働力調達に苦労
することはないという。単純労働者ならば募集広告を
出せばすぐに集まるし、技術者や管理者ならば人材市
場を利用すれば容易に調達できるという。市政府や鎮
政府も、技術者や管理者としての資質や能力を持つ他
地域の人材の移住を優遇する措置を講じ側面から支援
している。
現場で使われている機械設備や技術も近代的なもの
が殆どで、効率のよいコンベアーシステムを導入し流
れ作業化された作業現場が多かった。工場面積も広く、
作業現場も良く整備され、日本でも良く見かける５Ｓ
とか６Ｓの標語や挑戦目標が貼られ、機械ごとに担当
者の名前を表示している企業や、自動洗浄装置や自動
倉庫を導入している企業もあった。作業工程を如何に
少なくしてコストダウンを実現するかを研究する担当
者を設け、その成果を製品設計に生かすよう納入先に
提案している会社もあった。
稼働率を上げるため残業が一般化しているようで、
を展開するに必要な全機能を保持していない。企業形
態としては独立の企業であるが、実質的には、外国
（香港や台湾など）の本社企業に従属する製造工場で
ある。製品開発機能やマーケティング機能、財務機能
などの主要な機能は、全て香港や台湾とか日本の本社
企業に握られており、当地工場は製造機能だけを果た
しているに過ぎない。それも殆どが量産品製造であっ
た。
例外（忠富制衣廠）もあるが、各社とも、創業後の
業績は非常に好調で、今までに多額の収益を上げてき
たようである。こうした好業績を上げる事ができたの
は、海外本社の強力な販売力と、東莞企業の効率的な
製造能力が結びついたからであろう。例外の忠富制衣
廠は、香港本社が零細企業のようであり、近年の香港
経済危機の影響を受けたという説明であったことか
ら、本社機能の不足に影響されたと見られる。
さて、こうした企業の性格から、東莞市企業の董事
長や総経理も本社企業から任命されたものであり、そ
れも製造技術や管理技術の専門知識には強いが、経営
問題や販売問題に関する質問に満足に答えられない者
が多かった。彼らの関心事は、現在の製品のコストや
品質とか納期にあるようで、中国国内市場の今後の成
長拡大への対応戦略に確たる意見を持っていない。
忠富制衣廠を除き、各社の製造現場での作業ぶりは、
見事であった。品質検査や、進度管理、コスト管理も、
徹底していた。日本の一流企業の工場に比べても遜色
のない、或いは上回る低不良率を達成していた。一般
的には不良率３％程度だったが、東莞福摩斯托電子有
限公司では家電関係製品の場合には１％程度、太陽茂
森では0.1％であると言う。こうした不良率の低さは、
労務費の安さを利用した徹底した検査体制の結果であ
ると一般に紹介されているが、現場を見た限りでは、
単なる人海戦術による全数検査の成果というより、優
れた管理システムの結果であるように思われる。作業
現場を見ることができた殆どの工場では、高性能の検
査機器を備え、検査担当者の訓練や管理にも十分な工
夫がなされていた。忠富制衣廠では作業現場を垣間見
ただけだったが、狭く乱雑で非能率的であると感じら
れた。
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２交代制で24時間操業している企業も多かった。
多くの場合、出稼ぎ労働者を雇用してから１週間程
度の訓練を行った後、作業に就かせているが、訓練期
間の短縮や、一層の熟練を期待して継続雇用へと、更
には操業度を平準化するための多能工化へと、雇用形
態も変化しつつあるようである。とくに現場監督者や
中間管理者とか現場技術者などを確保するため、月給
制を採用したり、管理職に登用の道を開いたり、毎年
５％程度の賃金アップをしたり、提案制度など小集団
活動を取り入れている会社もあった。台湾本社の製造
部門である東莞福摩斯托電子有限公司では、団体精神
の発揮と文化活動の活発化、を会社方針として社内各
所に掲示していた。この団体精神とは、社員全員が協
力し合って会社の発展に努力しようということ、文化
活動とは、社員の人間的成長を促進して近代的な企業
風土を作るということ、だと言う。
安全管理や環境対策に気を使っている会社も多い。
既にISO14000の認証を受けた会社、また受けるべく
現在取組み中の会社もあった。さらに、現在製品とは
無関係な製品の研究開発を行っている会社（太陽茂森）
や、社内の各部門をプロフィットセンターと位置づけ
従業員の士気高揚に努めている会社（福摩斯托電子）
もあった。東莞市の会社では製造機能を重点とし、販
売機能は外地の本社にあるという製造企業は、本質的
にコストセンターであり、コスト節減が最大の課題で
あるべきものと思われるのに、あえてプロフィットセ
ンターと位置づけ管理している同社は、現状に飽き足
らず、更なる発展を志しているのであろうか。
こうした現実を見ると、東莞市の輸出依存型企業が
コスト面の有利性だけに依存して経営展開していると
いう認識は必ずしも当たらず、これからの競争激化に
対処し一層の競争優位性を確立する努力に励みながら
も、更に、今後の中国国内市場の発展や、ＷＴＯ加盟
による国際化の進展を機に、新ビジネスの展開に乗り
出す動きが底流にあると見られよう。しかし企業の自
立的なビジネス展開には、開発機能や販売機能と製造
機能とが一体化することが不可欠である。現在のよう
に、現場から遊離した本社で行われる製品開発や販売
活動では、これから増大が見込まれる中国の現地需要
を掴むことには多くの困難があるのではないだろう
か。この問題を如何に解決していくかが、この課題に
如何に対処していくか、興味のあるところである。
２．内需指向型地場企業の経営実態
地元民が創業し国内市場指向でビジネス活動を展開
している地場企業は、当然のことながら自立的経営に
必要な全機能を一応は保持している。従って家具製造
の２社の董事長や総経理などの経営者は、経営全般に
わたっての質問に答えてくれたが、歩歩高電子工業で
は、数年前に入社したという秘書の方からの説明であ
り、面接時間も僅か、かつ事務室も工場も見学するこ
とを許されず、実態を把握することが出来なかった。
また兆生家具実業も、董事長自らの説明ではあるが、
売上高や収益状況の問いには答えていただけなかった
し、工場も見ることが出来なかった。地場企業の経営
者も利益に直接つながらないことには、極めて消極的
であり非協力的であるように感じられた。
家具製造の２社は、東莞市家具産業の発生期に創業
した企業であり、当初は、特に製品開発の根幹となる
ビジネス開発機能と若干の製造機能を持てばビジネス
か成立したようで、以後、旺盛な需要に支えられ、順
調に生産能力を増大させ、会社を成長発展させ、相当
の蓄積を残したようである。この両社の成功原因は、
早い時期の創業というタイミングの良さと、香港に近
いという立地条件に恵まれていることもあるが、更に、
創業者の企業家的資質を十分に発揮させるワンマン体
制による経営であったことも大きく貢献したと思われ
る。市場がそれほど大きくはなく、ビジネスの規模も
小さくて、統率が容易だったからである。
しかし今後は、こうしたワンマン体制だけで十分な
競争力を維持するのは困難ではないだろうか。これか
らも市場拡大や競争激化は必然であり、経営者業務は
複雑かつ多様となり、これ以上の規模拡大を志す限り、
現在の経営者個人の能力では処理できなくなろう。そ
の対応には、組織としてのビジネス展開が不可欠とな
る。金利源家具の陳董事長は、幹部従業員はチャンス
があれば自立したがっているとか、一般従業員も高賃
金に誘われれば簡単に他社に移ってしまうとか、愚痴
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ともいえる心境を吐露された。兆世家具実業の陳小生
董事長兼総経理も、管理人材の不足が当社の問題点と
説明し、労働者の賃金には月千五百元、設計者には月
数千元を支払っていると説明されたが、賃金だけで従
業員を管理しようと考えているようである。こうした
考え方で管理システムを強化しても、逆に有能な従業
員の自立を促進し、競争者を増やすだけとなるだろう。
製造現場を見ることのできたのは金利源家具だけだっ
たが、広く整然とした作業場は見事だったし、作業者
も仕事に没頭していて好感を持てたが、工程の連続性
をあまり考慮しない作業配置だったし、全体として照
明が暗く、空調や塵埃除去の配慮が全くなく、快適な
労働環境とはいえなかった。
また、これからは家具産業地域としての集積構造や
流通構造の高度化といった外部経済問題にも配慮する
ことが必要となろうが、こうした認識を、金利源家具
の陳董事長も兆世家具の陳総経理も、全く持たないよ
うであった。
歩歩高電子工業は、国有企業からのスピンオフ組が
共同して創業したものというほか、詳しい創業の経緯
も経営の実態も不明である。ただ創業の当初から数百
人の従業員が居て、日本の玩具メーカー「バンダイ」
の「タマゴッチ」を受託生産し、最盛期には7000人余
の従業員が居り、多大の収益を上げたという説明があ
った。現在は、、従業員5000人ほどで、国内市場向け
のオーディオ機器とかコードレス電話、電子辞典等を
生産し、各地に設定したフランチャイズ制の代理店を
通す系列販売店方式と、活発な広告宣伝による販売促
進活動によっているというが、こうした販売方式に不
可欠な系列店管理を如何にしているかとか、受託生産
から国内市場向けの自立型経営へと転進した経緯や、
組織とか経営実態についても、興味のあるところでは
あるが、質問の余裕もなく不明のままだった。
さて、この３社の断片的な情報から、国内市場を対
象として消費財を生産している地場企業に共通する問
題点は以下のように憶測される。
まず、最終消費者をターゲットにすえた製品政策や
流通経路政策とか販売促進政策を重要な内容とするマ
ーケティング活動を、これから如何にして効果的に展
開して行くかが、盛衰を分ける不可欠の課題になって
きつつあるようである。金利源家具や兆世家具、そし
て恐らく歩歩高電子工業の現在のビジネスも、供給不
足の時代に開発されたものであった。その当時のビジ
ネス活動は、顕在する需要に表面的に応える製品を作
るだけでよかった。製品があれば、最終消費者であれ
中間販売業者であれ、顧客は自ずと現れるので、企業
家としては利益を得るためには製造能力を高めるだけ
でよかった。現在でもワンマン経営者たちは、従来の
延長で今後の経営方針を考えているのではないだろう
か。しかし供給量や供給者の増加によって競争局面は
成長段階から成熟段階に変わる。これからは作った製
品の顧客を開発し開拓するのではなく、進んで顧客の
求める製品を開発し、その最終消費者が円滑に購入で
き満足できるようなマーケティング活動を展開しなけ
ればならない段階に入りつつあることの認識が欠けて
いるように思われる。
次に労務管理のレベルアップを急ぐ必要があるので
はないだろうか。金利源家具陳董事長や兆世家具陳董
事総経理は、従業員をコストと考え、出来るだけ節減
を図るべきものと考えているようである。今後とも利
得拡大を確実にしていく方策は、管理体制を強化して
従業員から出来るだけ多くの労働力を引き出すこと、
と理解しているように思える。しかし、これでは単純
作業の場合には有効でもあろうが、開発やデザインと
か設計など、質の高い労働成果を期待することはでき
ない。これからの時代、こうした前近代的な労務管理
思想から脱却して、近代的な労務管理へと脱皮するこ
とが、今後の企業盛衰に重大な関連を持つと思われる。
（注１）この現地調査に参加した者は、団長＝今口忠
政慶応大学教授、団員＝森田和正豊橋創造大学教
授、丸川知雄東京大学助教授、加藤孝新潟経営大
学名誉教授のほか通訳および事務局関係者を加え
た６名。この調査報告書は日本貿易振興会「中国
中小企業発展政策研究・東莞調査」2002年12月と
して発表されている。
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６．中国私営企業の今後の展望と日本中小企業
への示唆
（１）日本中小企業に対する中国企業の脅威の実態
日本中小企業に脅威を与えている中国企業とは、一
体、如何なる存在なのだろうか。前述した３地域の調
査結果から明らかなように、それは、華南地域の外資
依存型の私営企業であった。私営企業と特に限定する
のは、中国の企業形態には様々なものがあるが、最も
旺盛な企業家的行動を展開できるのは私営企業であ
り、この点は前項までの現地企業調査で明らかであろ
う。（注1）
公有企業は国家戦略の見地から基幹となる産業分野
（軍需産業とか重化学工業など）に限定され、日本中
小企業と競合するような細々した川下産業や消費財産
業とは無縁である。従来まで川下産業や日用品産業に
携わって来た郷鎮企業も、“抓大放小”政策によって、
民営化しつつある。そして株式合作制企業は、集体企
業時代の惰性、特に経営者人事や利益処分において、
母体であった村や郷鎮とのシガラミを絶ち難く、非効
率的な経営体質を引きずっている。かくして日本中小
企業の脅威となりうる中国企業は、独資の私営企業で
あり、それが成長発展した結果としての有限責任公司
であり、株式有限公司であろう。
さて、華南地域の外資依存型私営企業（株式合作制
を除く）の生成発展の契機となったものは、日本産業
の主導的地位にある有力企業（メーカーであれ流通業
者であれ）が、世界的な経済グローバル化の中で、高
騰化した国内コストの節減を狙い、経済特区として初
めて開放された深 で、やがて、その周辺の華南地域
で、現地政府や地元農民企業が提供した工場建屋を利
用し、現地の豊富低廉な労働力を使って生産した製品
を、著しい低価格で、日本国内に、あるいは既存の輸
出ルートに、流通させたというものであった。つまり
日本産業の主導的地位にある有力企業が、従来まで利
用して来た日本中小企業を切り捨て、中国に育成した
現地企業からの調達に転換したことに、脅威の根源が
あった。
こうした現地工場が特に華南地域に集中したのは、
①近隣にある香港や台湾などが、既に世界の流通基地
（物流とか情報やビジネスの）としての機能を備えて
いたこと、②華南地域には昔から海外雄飛の志を持ち
台湾などに流出した人材が多く海外との人脈を持って
いる人々が多かったこと、③国営企業は国防上の理由
から内陸部や北方地域に多く建設され、南方地域には
既存の大企業が少なかったことから地域農民は自力で
生きる道を作り出さなければならなかったこと、④共
産党政府の支配力が南方地域ほど弱かったことなど、
華南地域に特有の事情が大きく影響していたと思われ
る。
しかし３地域の現地調査結果によって知れるよう
に、これらの事情は、近年、大きく変化し、深 で
試験的に始められた市場経済化は、今や中国全土に及
びつつある。温州市で見られるような新ビジネスの開
発に挑戦し成功を収めた私営企業の生成発展や、
博市で見られたように中小規模の国有企業や郷鎮企業
の私営企業化は、これから急速に中国全土に波及し、
先進国の既存ビジネスを模倣した新規参入という結果
を招くだろう。また北京地域におけるIT関連企業の
急速な生成発展、西部大開発（注2）に代表されるよう
な内陸部の経済開発などは、従来までになかったよう
な新しい観点から、中国経済の生成発展を一層加速す
ることが予想される。
しかし中国で議論されている私営企業の生成発展摸
式には中関村模式もある。我々は、その実態を考察し
ていない。そこで、諸文献を参照し中関村模式の実態
を一瞥しよう。
中関村は北京市西北部にあり、北京大学や清華大学
などの有名大学や、中国科学院など公的研究機関が多
く立地する文教地域で、1980年代初め、大学や研究機
関向けの輸入電子機器関連の販売店が生まれ、次第に
輸入電子機器関連業専門店街を形成したが、1988年、
北京市政府は新技術産業開発試験園区に指定し、多く
の優遇措置（税制面、人材採用手続き面、インフラ整
備面など）を講じて内外の研究開発拠点やIT関連企
業を誘致、現在では200以上の公的研究機関が集まり、
38万人の研究技術者が働き、毎年３万人の大学や大学
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院の卒業生を輩出、2000年末には8200社（うち外資系
1200社）の企業が集まっているという。欧米に留学し
た中国人研究者が、帰国しVBを創業することを支援
する留学人員創業園区（インキュベーター）も整備し
ている。かくして今日の中関村は、電脳産業の一大中
核基地として発展してきた。こうした中関村模式型の
先端技術型ビジネスの生成発展の動きも今後の日本経
済に大きな影響を与えることは明らかであり無視する
わけにいかないだろう。
さて、３地域における現地企業調査の結果から、既
存ビジネス分野における中国私営企業の日本中小企業
への脅威の根源は、その異常な低賃金労働力にあるこ
とが明らかである。この低賃金労働力は、内陸部農村
に豊富に存在する貧しい農民が出稼ぎに出ざるを得な
い事情に加えて、戸籍制度によって数年（３年程度）
の出稼ぎで故郷に戻らざるを得ないという事情がある
からである。出稼ぎに出でいるのは、一般に若い高卒
出の、それも女子が殆どで、月に1000元（日本円にし
て15,000円）程度の給与を出来高払いで支払っている
のが普通で、季節的な操業企業では閑散期には簡単に
解雇できる。出稼ぎ労働者の勤務態度は、実に真摯か
つ勤勉で、日本の労働者のような我侭が殆どない。苛
酷な労働環境でも不満をこぼさず、残業もむしろ喜ん
で受け入れる。本人が数年間で得る僅かの所得で親元
一家の生活を支えているという事情が根底にあるから
であろう。
こうした良質かつ低廉な現地労働力に加えて日本の
本社企業が、現地工場の経営者として製造技術者を派
遣し、彼らは日本の工場現場と同様な高度な生産管理
体制を構築して製造コストの節減に取り組んでおり、
不良率なども日本の下請工場より遥かに低く抑えてい
る。この結果、消費財の場合には、現地工場の出荷価
格の４～５倍から10倍ぐらいで、輸入国の末端消費者
に渡っているようである。生産財においても、日本国
内企業と同程度の金型の価格が日本の四分の一、納期
は半分（ハイアールの事例、井植敏、私の履歴書25、
2003年９月26日・日本経済新聞）と、格安であるとい
う。つまり、日本をはじめとする海外からの進出企業
の流通マージンは非常に大きいのである。中国元の為
替レートが安すぎるから、三分の一程度の切り上げが
必要という議論が、最近になって世界的に巻き起った
が、以上の諸事情を考えれば、この程度の元の切り上
げで日本中小企業に対する中国企業の脅威が解消する
と考えるのは幻想に過ぎないだろう。近年の中国国内
市場の発展と北京の立地優位性の向上は、香港の独占
的な立地優位性を弱めつつあるし、中国企業のグロー
バル化が進んだ今日では、海外との人的つながりの重
要性も減少しつつある。加えて政府の方針は、海外企
業との合弁を奨励するようにもなってきている。日本
企業への脅威は、いずれは既存の華南地域の外資依存
企業ばかりではなく、これから様々な地域に拡大して
いくのではないだろうか。温州調査や 博調査でも
明らかなように、海外の有力企業との合弁によって輸
出ビジネスを活発に展開する企業が、華南だけでなく、
他地域にも生まれつつある。日本中小企業に脅威を与
える中国企業の台頭は、これからも中国全土にわたっ
て拡大していくと考えられよう。つまり日本中小企業
に対する中国企業の脅威は、今後更に、多種多様な形
で増大していくことは間違いない。
このように見てくると、近い将来には、華南地域を
中心とする“三来一補”型の輸出企業ばかりではなく、
各地に生成発展する国内市場に向けた中國私営企業の
製品が、日本中小企業と競合する製品を効率的に製造
し、日本に輸出することによって、日本中小企業に対
する新たな脅威として現れてくることは必然である。
（２）中国私営企業のビジネス環境と日本中小企業へ
の脅威の動向
さて中国私営企業の経営をめぐる今後のビジネス環
境の動向は如何なものであるか。日本中小企業の今後
の対応方向を探るという視点から重要な中国経済の基
本的特徴は以下の４点、①中国の広大な国土と膨大な
人口、②中国経済の開発途上国的性格、③中央政府の
今後の経済運営方針、④共産党独裁の社会主義国家で
あること、であろう。以下、具体的に検討しよう。
１．膨大な人口と広大な国土
中国の人口は凡そ12億人強、この人々が、およそ
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960万平方キロの国土に住んでいる。人口では世界人
口の５分の一を占め、日本人口の10倍、国土では日本
のおよそ25倍以上の巨大な国である。
標準製品の大量生産メリットは需要限界によって制
約されるから、膨大な人口を持つということは、国内
消費市場を対象とする製造業における規模利益の上限
が、世界中で最も高いことを意味する。量産規模が２
倍になれば製造コストは平均して20％ほど低下する
（注3）。同レベルの技術水準を持つ工場制工業分野の製
品が世界市場において効率面で争えば、中国製品が最
も強い競争力を持つことになる。
現在の中国製造企業の製造原価にしめる間接費割合
は、よく管理の行き届いた場合には80％程度、これに
経営間接費を加えると95％程度であると言う。尤もこ
れを実現するには量産技術の近代化が不可欠ではあろ
うが、現在以上に著しいコストダウンの可能性を中国
企業は持っていることになる。もしも平均して10倍の
生産規模に発展する製造企業が中国に生まれれば、そ
の企業の製造コストは現在の半分になるだろう。低賃
金労働力に依存しなくとも中国企業には、こうした競
争優位性を実現できる余地がある。
更に広大な国土という特性が、国内消費レベルの大
きな地域格差を益々拡大させるだろう。「中国には発
展段階が異なる様々な地域ニーズがあり、1999年時点
での中国各地の所得水準は、①高級志向・ブランド志
向地域（一人当たりGDP5000ドル以上、日本の80年
前後の水準）は35地域で、その対象総人口は3889万人、
②本物志向・サービス消費拡大志向地域（一人当たり
GDP3000ドル以上5000ドル未満、日本の70年前半の
水準）は29地域で、その対象総人口は6745万人、③大
衆消費社会実現地域（一人当たりGDP1000ドル以上
3000ドル未満、日本の60年代前半の水準）が189地域、
その総人口は５億7594万人と推定されている（注4）。こ
れを延長すれば、④GDP1000ドル未満の貧しい地域
に、まだ６億人程度が住んでいるということになる。
この点から、現在中国企業の豊富低廉な労働力は、嘗
ての日本のように容易には枯渇せず、今後とも、かな
り長期にわたって存続していくと予想させる。また中
国の消費市場には、多種多様なレベルの製品に対する
需要があり、かつ、それぞれが相当なウエイトを持っ
ていることから、中国には、日本中小企業のビジネス
と競合する多様な中国企業が今後とも出現して行くと
予想させる。
これらの事情は、更にビジネスの国際化が進めば、
日本の既存分野の製品製造に従事している中小企業に
とって強力な競争相手が次第に増えていくことを意味
している。狭い国内市場でだけビジネス行動を展開し
ている日本中小企業は、量産の規模限界が低いので、
多種多様な製品を効率的に製造し得ないからである。
２．中国企業の発展途上国的性格
さて中国は経済的には発展途上国である。多くの近
代産業製品が国内では充分に生産されず、その品質や
生産性も先進国に比べ遥かに低い。こうした遅れを取
り戻し先進国並みの経済水準に追いつくため必死に努
力しているのが現在の中国である。中国経済は、ここ
当分の間、近代化（中国で言う現代化）過程にある。
近代化とは、先進的な技術水準に遅れた企業が、遅れ
を回復するための努力過程であり、日本中小企業が戦
後、当面した重要課題は、専らこの近代化に如何に適
応していくかであった。近代化過程とは、一面では、
先進国産業文明の移植導入の時代であり、他面では、
国内に先進国既存財への広範な潜在需要（換言すれば
欠乏状態）が存在する時代である。先進国産業文明の
移植導入には二面がある。一つは国内では生産能力を
欠く先進財の開発であり、二つには既存財の効果的か
つ効率的な製造である。こうした時代における国内製
造業の役割、つまり成長発展の方向は、①既存財の効
率的生産と低価格供給による国内の物的欠乏の解消、
②国内産業の国際競争力強化による国内欠乏財の輸入
代替を通しての国富の海外流出の阻止、更には③国内
産業の国際競争力強化による輸出増大を通しての外貨
獲得（国外からの富の稼得）である。近代化には需要
や資源などのビジネス構成要件（環境条件）の変化に
如何に対処するかという側面と、不断に進歩する技術
に追随するという側面との、両面がある。嘗ての日本
でも、この課題に巧みに応えた中小企業が中堅企業へ
と成長していったことは周知のことであろう。つまり
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現在の中国私営企業が当面している重要課題は、経済
発展段階に即応しつつ、先進国既存財の製造ビジネス
の導入移植を如何に適確に行うかであり、かつ、こう
した環境条件の変化や技術水準への追随における遅れ
を、如何にして早く取り戻すかにある。そこには絶え
ざる経営革新努力がなされねばならない。この革新努
力には3側面がある。①技術（生産技術や経営技術）
の近代化、②社会的分業構造や企業間関係の近代化、
③社会的な産業インフラの近代化である。こうした近
代化の真っ只中におかれているのが中国産業界の現実
である。
社会的インフラ整備に関して特に留意すべきは、最
近まで計画経済体制にあり、配給制であったがために、
中国の流通機構が著しく未発達であって、多くの地域
では、いまだに前近代的な仲介商人と零細商店（個体
商工戸）による消費財流通に依存せざるを得ないこと
である。所得水準が高く人口密度が高い先進都市地域
には、外資系や地場企業系の大型小売店（スーパーマ
ーケットや百貨店など）が展開しているが、多くの貧
しい地方都市や農村部には殆ど展開していないのは、
そこには近代的大型小売店を効率的に活動させる場が
ないからである。かくして現代中国の消費市場では、
伝統的な製品（低価格の実用靴とか実用衣料品など）
の流通は仲継商人（消費地からやってくる買出し商人
であろうと、産地から出かけていくセールスマン＝販
売大軍であろうと）の活躍に依存してきた。そこで新
しく開発された製品（家電製品とか高級衣料や紳士靴
など）の流通では、製造企業が自らの手で流通サービ
ス網を構築しなければならなかった。しかし、産業活
動が活発化するに従い、生産セクターの発展を流通セ
クターが阻害するようになる。仲買商人のビジネス動
機は因習的な売買による利得の増大にあり、模倣品と
か粗悪品の流通を促進しがちであり、製品効用の改善
や新開発商品の販路開拓には躊躇しがちである。嘗て
の日本の経験からも学べるように、仲継商人に依存す
るだけのマーケティングでは、製造企業の将来を誤ら
せる可能性が大きい。また、新たに開発された新製品
を流通されるために新たな流通機能を担う機構を作ら
ねば企業活動が成立しない状況が現在であると言うこ
とは、効果的かつ効率的な製品を製造する健全な近代
的中小企業であっても、経営規模の大型化を実現しな
ければ企業活動が成立しないということであり、ここ
にも中小企業の健全な成長発展を阻害する重要な障壁
が存在している。つまり、因習的な中継ぎ商人に代わ
る近代的なマーケティング企業が生まれることが、今
後の中小製造業者の発展のためにも、さらには豊かな
社会を実現するためにも、強く要請されている。
ここ暫くの間の中国には、多くの新しいビジネスチ
ャンスが潜在しているということである。この意味で
中国の新興私営企業は日本中小企業の後を追いかけて
いる。現在中国の私営企業は、こうした条件の下でビ
ジネス活動を展開しているという点が大事である。
３．今後の経済運営に関する政府方針と中小企業政策
中国経済の最も基本的な特徴は共産党独裁の社会主
義国である点にある。
さて、全国人民代表大会における朱鎔輝首相の「政
府活動報告― 2003年の計画」によれば、今後の政府
の経済運営方針は、「公有制を主体とし、多種多様な
所有制経済をともに発展させ…大会社と大手企業グル
ープの形成を加速…中小企業とくに科学技術型と労働
集約型の企業の発展を推進…対外開放レベルを全面的
に引き上げる」というものである。この内容は、従来
から実施してきた指導方針を確認したという性格のも
のではあるが、今後の中国企業の発展方向を示すうえ
で非常に重要である。
今後とも経済の主体は公有制企業であること、経済
活動の基幹部分は公有制企業が担うこと、と明言して
いることは、軍需産業とか重化学部門、原材料部門の
ビジネスは従来どおり私営企業や外資企業には任さな
いことを意味している。私営企業や外資企業は民生関
係ビジネスや労働集約的な川下部門ビジネスを任され
るということである。つまり中国の私営企業や外資企
業は、その旺盛な成長発展活力を、益々、民生関連ビ
ジネスや労働集約的な川下部門ビジネスに集中するこ
とになろう。このことから中国私営企業は、前述した
様々な有利な条件を持って、その旺盛なビジネス活動
展開の矛先を、日本中小企業と競合するビジネス分野
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に向けてくるということになる。
多種多様な所有制経済をともに発展させるという記
述からは、私営企業や外資系企業の成長発展期待を窺
わせるが、この場合、企業の成長発展方向について、
大会社の形成、大手企業グループの形成を志すという
ことであり、規模利益実現による効率化指向を明言し、
一般的な中小企業の経済発展に果たす役割を評価して
いない。温州市や 博市の私営企業の経営者、特に
公有企業から株式合作制に改編した私営企業は、企業
規模の拡大や企業グループの形成を指向しているもの
が多かったのは、こうした政府方針の存在を物語る。
尤もそれは、大規模化の意味を正しく認識した上で、
その実現を志しての大規模化ではなく、単なる外見上
の大規模化であって、現地調査報告でも指摘したよう
に、経営効率から見れば却ってマイナス効果を示して
いたものが多かった。東莞市の企業には、外資系企業
や純粋の私営企業が多かったためか、徒な規模利益追
求企業は見られなかった。純粋な私営企業や外資系企
業の経営者が自己の利益に直接結びつかない政府方針
に必ずしも従順でないことを窺わせる。外資系企業の
今後に関しては、対外開放レベルを全面的に引き上げ
るという文言から大いに歓迎しているように受け取ら
れるが、 博市政府が、今後の外資との合弁とか提
携に期待しているものは資金と技術（特に製品技術）
を手に入れることと答えていた点からも分かるよう
に、受注とか販路だけを期待している。中国企業の経
営資源強化を期待して外資を受け入れようとしている
ことが明らかであろう。
中小企業に対しては、二つの分野での発展を推進す
るとしている。科学技術型と労働集約型である。中小
企業の法的定義が与えられたのは昨年の中小企業促進
法（2002年６月に全国人民代表大会を通過し７月から
施行）が制定されてからであった。同法における中小
企業の定義は、「社会需要の充足に有利で、雇用を増
やし、国家の産業政策に合致し、生産経営規模が中小
型に属する、各種所有制および形態の企業を指す」
（促進法第２条）とされている。促進法には具体的な
規模規定がないが、2003年に出された国家経済貿易委
員会暫定規定で取りあえずの規模基準が示され、工業
では、従業員数2000人以下、或いは売上高３億元以下
または資産総額４億元以下とされ、そのうち中規模企
業は従業員300人以上、売上高3000元以上、総資産額
4000万元以上を条件とし、それ以外のものを小規模企
業としている。建設業、卸小売業、交通運輸宿泊業、
飲食業については別な基準がある。つまり中国の中小
企業とは、規模的には日本中小企業に相当するものに
中堅企業を加え、小零細事業所を除いたもの、所有形
態的には公有企業も私営企業や外資企業も全て含み、
法的形態の全てをも含むという。
中小企業司の偉向群氏の説明によると、この法案の
審議過程で、基本法とするか促進法とするかで議論が
あったが、結局のところ促進法とすることに決まった
という。基本法であれば、日本の中小企業基本法のよ
うに、中小企業の本質を定義し、その問題意識と発展
方向を規定し、採るべき施策の大綱を示すことになる
だろうが、促進法であれば、従来路線上の定義と問題
意識の下に、その発展を促進する施策の方向を示すに
止まってしまう。このため中小企業とは何かについて
の明確な説明は無かったが、従来までに知りえた断片
的情報を参考に今回の説明を総合判断すれば、中小企
業とは大企業との関連で社会的問題性を持つ企業のこ
とではなく、単に「ビジネス規模や経営規模の小さい
民営企業や個人企業」を指しているように思われる。
こうした中小企業経営の持つ問題性とは、経営規模が
小さいがために、①融資を受けにくい、②技術や機械
設備とか経営管理のレベルが前近代的である、③人的
資源が貧弱な企業である、④情報のアンバランスがあ
る、という４点であると説明された。つまり中小企業
とは、経営資源（経営者能力も含めて）の貧困企業で
あるということのようである。
こうした中小企業を政府が支援する理由は、所有制
を異にすることなどからの不公平の補正、つまり、国
有企業や郷鎮企業、さらには中小企業の中でも科学技
術型や輸出型の中小企業に対しては、他部局の支援助
成制度があるのに、ここで規定したような中小企業に
は何の助成措置をないから、という説明であった。
現在の中国における農民や失業者の就業問題は深刻
で、小零細企業も重要な雇用源であるという認識から、
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新規創業に対しては、資金援助や起業訓練とか経営管
理訓練を実施するなどの施策を展開して促進を図り、
既存企業に対しては、サービス機構の整備を通して経
営発展も促進していく方針であると言う。
以上から判断すると、中小企業に対する政府の指導
理念は、中小企業も大企業も国民経済上の役割につい
ての違いはないが、ただ中小企業には経営資源の貧弱
に起因する経営行動上の非効率があるので、これを解
消するために支援施策を展開して大規模経営化を促進
することのように思われる。この見方は、３地域での
調査体験からも頷けるものであり、また、我々調査チ
ームのメンバーの一人である清華大学助理研究員の辛
飛氏からも、民営中小企業に対する政府の指導方針は、
「合併による、つまり集団経営による大企業化の推進」
であると聞いた。
政府が講じるべき支援施策の大綱は、国や地方政府
の財政予算に中小企業発展の項目を設け、その使途は、
①中小企業の発展を促進するための経営コンサルティ
ングなどのサービス体制の確立、②このサービス機関
への事業活動費の支援、③中小企業のための資金不足
の補完、④その他、であると説明された。この狙いは、
中小企業の経営資源の貧弱を補完し経営発展を支援す
る、仲介組織やサービス組織を確立させることである
と言う。従来まで、各種の業界組織や、事業法人とか、
民間ビジネス組織が行ってきた各種のサービス行為に
は質の悪いものが多く、その原因は競争が無かったこ
とにあると判断されるので、今後はサービス活動の内
容を規範化し、市場化あるいは半市場化（つまり国が
資金面の援助を行う）して、競争原理を導入していく
ことであるという。
こうした施策の意味するものは、既存の商工会議所
や政府所管の関係法人の活動を活性化させて政府施策
の周知促進を図るとともに、会計士や訓練機関とか経
営コンサルタントなどの民間の知的サービスビジネス
を活性化させることによって、中小企業の自立的な経
営行動を適切かつ有効なものに改善させることであ
る。ビジネスとして行われる支援であるから、そのサ
ービスは有料となろう。この施策の恩恵に浴せるもの
は、その費用負担に耐えられ、かつ、外部からの知的
助言サービスを有効に生かせる能力を持つ、有力企業
だけとなり、小零細な事業者は対象外に置かれること
になろう。
４．共産党独裁の社会主義国家であること
中国は今でも共産党独裁の社会主義国家である。共
産党の理念が、現代中国の社会制度にも経済政策にも
貫徹している。日本や欧米のビジネス常識が、今日の
中国社会にストレートに通用すると考えるのは大きな
誤りである。共産党の理念に反する企業行動は、当然、
規制を受ける。現在の国策として推進されている市場
経済体制への移行も、“先に豊かになれるものから豊
かになる”という考え方からであり、社会主義の理念
を放棄したわけでは全くない。昨年から、私営企業家
の入党を認め、若干の有力企業経営者を全国人民代表
者大会メンバーに任命したが、それは私営企業家の、
共産党の理念とする社会主義への協力を前提としてい
るからである。現在でも中国地方政府の幹部には党員
だけが任命されているし、国有企業や集体企業の経営
者も同様である。また、私営企業であっても大規模に
なると共産党支部委員会が設けられていた。その内容
について調査する機会は与えられなかったが、幾つか
の会社の会議室で共産党支部委員会が開かれ激しい議
論が行われているのを目撃した。こうした仕組みが私
営企業内部に存在することを考えると、社会主義とい
う基本理念は、現在でも貫徹し、今後とも容易には変
化しないと思われる。朱鎔基首相の今後の経済運営方
針にもあった今後とも経済活動の主体は公有企業であ
ると言う言明からも、明らかであろう。
しかし、市場経済の中核として絶えざる成長発展の
原動力となるものは、やはり私営企業であり、この点
は前記３地域の企業調査においても確認されたとおり
である。
ところで、共産党の指導力も地域による温度差があ
り、北方地域や内陸地域ほど強く、南方ほど弱かった。
これが他地域に先駆けて温州や東莞など南方地域に私
営企業が発展した要因の一つでもあろう。しかし私営
企業は、私利追求が究極のビジネス活動展開の根底に
ある動機である。企業家の私益追求と、全国民の経済
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的な成長発展を究極の目標とする公益とが、完全に一
致するとは到底思えない。日本においても欧米先進国
においても、殆どの開発途上国においても、資本主義
企業の反社会的行動がマスコミを賑している現実は、
このことを如実に物語る。中国においても地方政府官
僚の汚職が大きな社会問題となっているという。我々
も今回の企業調査の過程で、幾度か、これらの片鱗を
垣間見た。こうした事実に中国共産党は如何に対処す
るのだろうか。経済運営方針で国有企業を中核として
いるのも、郷鎮企業や小規模国有企業の民営化におい
ても、完全な私営企業への改編でなく、株式合作制と
いう一種の共同所有制への移行であるのも、中国政府
が、独資企業や外資企業に全面的な信頼感を寄せてい
ないからではないだろうか。東莞市長安鎮の政府関係
者は、外資依存ビジネスが中心である産業構造の将来
を不安に感じ、なるべく早い時期に地場起業家による
自主独立の会社を増やす方針であると述べていたし、
嘗ては日本企業の下請けとして操業していた会社（歩
歩高など）が、蓄えた資金を元に国内市場向けの自立
ビジネスに転進していた。日本から進出する企業が自
社の利益追求に専念していれば、やがては現地政府や
地場企業との間に摩擦を起こすことは必然である。
温州で訪問した企業では、近代的経営手法の導入に
熱心な若い経営幹部（経営者の甥）が、講習会などを
通して経営管理の学習に励んでいたが、大規模化を志
向するアメリカ式経営管理論は中国の実情に適合しな
いところがあるように思え、自分は中国社会の現実に
適合するような経営管理の理論を考えたいと思ってい
るとの発言もあった。また同じ温州で訪問した会社の
若い経営幹部が、自社の経営幹部への登用に従業員全
員での投票制が採用されているという説明を受けたこ
ともある。
このように見てくると、中国私営中小企業の健全な
成長発展の方向は、地域社会や従業員など企業関係者
への貢献という公益と、利得の増大という企業家動機
への満足との、調和あるいは一体化でなければ、中長
期的には成立しないと言えるだろう。
（３）日本中小企業の対応戦略
これまで検討してきた中国企業の現実と動向は、今
後の日本中小企業の対応方策を考えるうえで、多くの
示唆を与えてくれる。中国私営企業は今後とも競争力
を向上させ、一層の成長発展を遂げていくこと、そし
て日本中小企業に与える脅威が今までよりも一層、激
しくなることは間違いないと思われる。しかし今日の
中国中小企業も多くの課題を抱えており、それを自力
で解決していくには長い時間を要しそうである。ここ
に日本中小企業の対応策が潜んでいよう。以下におい
て、中国企業の成長発展によって脅威を受けている日
本中小企業の今後の活路に関する私見を述べよう。
１．日本中小企業に望まれる対応の方策…共生ビジネ
スへの挑戦
中国経済の生成発展に起因する日本中小企業への脅
威に対して、一般に言われている日本中小企業の生き
残り戦略は、①中国企業の不利なビジネス分野に特化
するか、あるいは、②進んで中国市場に積極的に進出
する、の二方向しかないと言われる。何らかの対応策
も選ばなければ、やがては現在のビジネスの衰退を招
き、経営破綻に追い込まれる運命から逃れることが出
来ないのは明らかであろう。
第一の途である日本中小企業独自分野への特化に
は、ビジネス環境面での特化と、技術面（製品技術面
とか製造技術面）の特化とがある。ビジネス環境面で
の特化とは、日本に立地することによる優位性を生か
すこと、具体的には日本人の特性（肉体的特性、精神
的特性、消費行動的特性、生活様式など）や日本の地
理的社会的環境（自然、社会資本、社会構造）への適
合において特に優れた、あるいは独自の効用を備えた
製品やサービスを生産し、需要者に提供して、その満
足を最大化するという側面であり、現在のビジネスに
おいて中国企業の効率を上回る競争優位性確立努力に
自信のある日本中小企業にとっては、確かに有効な成
長発展方向であろう。この途で活路を得るには、技術
開発力において他企業が及びもつかない優位性を持つ
ことが必要で、その企業の数は、さほど多くはないこ
とに留意しなければならない。この途に進める企業の
場合には、特に中国企業との関係に煩わされることは
－　－47
ない。
問題は第二の途である。第二の途は、ビジネス活動
の場を中国にも拡大し、製造活動や販売活動の展開を
行うことで、具体的には、中国国内市場への販路拡大、
中国の生産資源（低賃金労働力など）の利用があろう。
従来までの日本企業の中国進出は、日本における主導
的地位を占める有力企業が、中国の生産資源、特に豊
富低廉な労働力の利用という形態が殆どであった。但
しこの場合には、中国側のパートナー企業の発見や接
触に必要な情報を持たないので安易にパートナーを選
びやすく、このため進出後に様々なトラブルが生じて
対応に苦慮する場合が多いし、創業に当たっても設備
投資や運転資金投資に多額の資金を必要とし、さらに
は前近代的な中国の地場企業や新たな起業家への資金
とか技術(生産技術や経営技術)の指導支援能力が必要
であり、経営資源に余裕のない日本中小企業には困難
な途であった。
では、日本中小企業が、中国で生産する事による大
きなコスト節減可能性や、今後の急速な拡大が見込ま
れる中国国内市場へと、ビジネス活動の場を拡大し、
現在の閉塞常態から脱出する途はないのだろうか。前
項までに紹介した本調査の結果から見る限り、その可
能性は充分にあると判断できる。ただしそれは、自社
の利得獲得だけを目的とする“高圧的な進出”ではな
く、現地企業から“望まれての進出”つまり中国企業
の成長発展に大きく貢献できるビジネス活動の提携
（つまり共生ビジネスへの挑戦）という形態での中国
進出でなければならない。
共生とは、パートナー同士の持つビジネス機能や経
営資源の相互補完によって、それぞれの企業が自社単
独では実現できないようなビジネス成果を手に入れる
ことである。では、日中中小企業の持つ如何なる経営
資源が相互補完の可能性を持つのか。これを解く鍵は、
中国経済の開発途上国的性格にある。今日の日本中小
企業は、嘗ての開発途上過程において、様々な困難に
遭遇し、これを乗り越えてきた経験を持つ。その経験
を活かして今日の日本中小企業は経営資源を蓄積して
きた。そして現在の中国企業は正に開発途上にあって
様々な未経験の課題に対処せざるを得ない状況にあ
る。ここに日本中小企業と中国中小企業との共生ビジ
ネスを成り立たせる基礎があるのではないだろうか。
２．共生ビジネスの成立条件
共生ビジネスを成功させる最も重要な条件は、共生
関係を組むパートナーの適切性である。中国製品の進
出に脅威を感じている日本中小企業の全てが共生ビジ
ネスに活路を見出せるのではない。中国側パートナー
企業が必要とする経営資源を保持し、欠落しているビ
ジネス機能を補完できる中小企業でなければならな
い。またパートナーとなる中国側企業も、日本中小企
業の提供する経営資源を有効に活用し、一層の成長発
展を実現できるものでなければならない。
日本中小企業の持つ経営資源を活用できる中国企業
とは、中小企業固有のビジネス分野で活躍している中
小企業でなければならない。大企業ビジネスに欠落し
ているビジネス機能を日本中小企業が提供できるとは
考えられないからである。中小企業ビジネスとは、中
小規模企業のほうが優位な競争力を持てるビジネス分
野である。
さて、中国中小企業の定義（この点は日本の中小の
法的定義も同様）は、前述したように外見的なビジネ
ス規模あるいは経営規模をメルクマールとし、日本で
言う中堅企業も含んでいる。加えて、中国政府は中小
企業固有のビジネス分野を特に意識せず、大企業ビジ
ネスと同じと認識し、その成長発展方向も規模利益を
意識した大企業化や企業グループ化であると理解して
いる。現実に多くの中国企業家が、こうした理解をし
ているようである。こうした経営者が中国側パートナ
ーでは、実効ある日中共生ビジネスが成立するわけが
ない。有効な共生ビジネスを展開できる、日本中小企
業が得手とするビジネス分野での成長発展を志す中国
企業家をパートナーとして選ばねばならない。このた
めには中小企業を、外面的な規模基準（あるいは量的
基準）ではなく、中小企業固有のビジネス分野を志向
するという内面的基準（あるいは質的基準）に分類し
検討しなおすことが必要になる。
ビジネスの質に着目した企業類型の研究は、いまだ
不十分であると思われるが、日本中小企業の現実を踏
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まえ、私見では、以下のように分類するのが有効と考
える。
第一は、手工業的な職人ビジネスで、近代化に向け
離陸する以前のビジネス形態である。欠乏を満たすた
めの生産量の増大やコストの低減努力を全く考慮せ
ず、本質的に大規模化し得ない分野であって、経営規
模の大きさを問題視することはない。近代化とは、こ
うした手工業ビジネスを機械化し、工場制ビジネスへ
と変質させることを本質としている。こうした職人ビ
ジネスには発展がなく、何れは工場制ビジネスによっ
て駆逐され、消滅すると考えられているが、多くの場
合、他に収入の手段を持たない者によって、低収入に
甘んじながら生業として存続している。日本でも、現
在の中国でも、この形態のビジネスに関する評価は低
く、その成長発展を促進するという配慮は全く行われ
ていない。
第二は、発生期のビジネス、つまり新たなビジネス
機会を発見し挑戦する新規開発ビジネスであって、多
くのリスクを試行錯誤による洗練化によって克服し、
次第に安定経営を確立していくという性格から、その
発生期には規模の大きさを問題とする必要がない。こ
れにも２種あり、一つは新たな技術開発を武器として
創業する先端技術開発型ビジネス、二つ目は先進国や
先進地域の既存ビジネスの模倣導入ビジネスである。
このタイプのビジネスが、中小企業ビジネスの典型の
一つである。尤も大規模ビジネスの模倣的導入の場合
には、はじめから大企業として創始するしかなく、中
小企業ビジネスの埒外におかれよう。
第三は、既存ビジネス分野における適度規模ビジネ
スである。中小規模であることによって、充分な競争
力を持てる自立型中小企業ビジネスであり、これが第
二の中小企業固有のビジネス分野である。このタイプ
にも二種ある。一つは効率志向型ビジネスであり、経
済発展に伴って次第に顕在化する欠乏（旺盛な需要）
を満足させるために大量生産を目指して規模の拡大を
図り、何れは大企業へと成長していくことを志す過渡
期のビジネス形態である。従って、大企業や中堅企業
へと成長発展する企業を生み出す一方で、寡占化を招
来し脱落者をも生み出すことにもなる。このタイプの
中小企業は、経済成長スピードにあわせ競合企業に先
んじて規模拡大に努めなければ淘汰されるという厳し
い競争環境におかれる。二つ目は効用改善型ビジネス
で、所得水準の高い階層が増えてくると標準的な満足
から離れ自己固有の嗜好に適合する満足を要求するよ
うになり需要の多様化が進む。これに応えて生まれる
のが効用向上志向型ビジネスである。この場合、少量
生産に偏ればコストの上昇を招き、大量生産に偏れば
効用の標準化を避けられず、コストと効用の均衡を考
えた適度規模経営を志向することが重要であり、技術
の進歩や需要の変化などによって、不断の適応行動が
必要になる。この適応行動を怠る場合、競争力を失っ
て淘汰される運命を辿る。
第四のタイプは、規模利益に劣る経済的弱者として
の非自立的中小企業ビジネスであり、近代化のスピー
ドに遅れた企業のビジネスである。このタイプのビジ
ネスは、市場経済の下で、初めは、自己収奪(低賃金
や低収益など)によって非効率性をカバーし存続する
が、やがてその限界を超え、淘汰され消滅していく運
命にある。こうした弱者ビジネスの本質は、保有する
経営資源の貧困から、自立に必要なビジネス機能（ビ
ジネス開発機能、資源調達機能、製造機能、マーケテ
ィング機能、財務機能など）を充分に保持していない
ことである。外部からの欠落機能の補完があれば存続
できる。この存続形態にも二種ある。下請企業型ビジ
ネスと、経済的弱者型ビジネスである。下請企業型ビ
ジネスは、製品開発機能とか財務機能、マーケティン
グ機能の不足を、生産能力の拡大が間に合わない有力
な親企業に依存することによって存在できるが、他方、
その収奪に甘んじざるを得ない状況におかれることを
覚悟しなければならない。やがて親企業の生産能力が
充実すると廃棄される。経済的弱者ビジネスが存続す
るのは、社会的な保護政策(競争制限とか公租公課の
減免とか)によってであり、こうした社会的配慮がな
されるのは失業者の発生を抑える効果が社会的に必要
である場合である。
このように中小企業ビジネスの実態を分解してみる
と、第一と第三の形態のビジネスは存立基盤を失いつ
つある非合理的存在であって、合理的存在と言える中
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小企業ビジネス形態は、第二の新規創業ビジネスと、
第三の適度規模ビジネスの二つであること言えよう。
中小企業固有のビジネスとは、中小規模企業によって
遂行されることが最も経済的であるような、合理的存
在であるビジネスでなければならない。
但し日本で中小企業と言えば経済的弱者企業である
と一般に理解されてきた。こうなった理由は経済的弱
者である中小ビジネスを温存させる国の施策があった
からであり、またそれを必要とする経済発展段階に日
本があったからである。しかし日中共生ビジネスの目
的は、活発な自主独立のビジネス活動を展開し、双方
の企業の成長発展とともに、地域経済に対する貢献を
する、ということにある以上、そのビジネス分野は合
理的存在である、新規創業ビジネスか、適度規模ビジ
ネスでなければならないこと明らかであろう。但しこ
のことは、現在、新規創業ビジネスを営んでいるとか、
適度規模ビジネスを営んでいる中小企業同志でなけれ
ば、共生ビジネスが成立しないと言うことではない。
中国で展開される共生ビジネスが、新規創業ビジネス
であるか、適度規模ビジネスでなければならないと言
うことである。
３．日中共生ビジネスが果たすべき具体的役割
此処で大事なことは、中国が現在、そしてここ暫く
（恐らく数十年程度）の間は、開発途上過程にあると
言うこと、さらには広大な国土を持つ中国には、多様
な経済発展段階にある地域が同時に存在していると言
うことである。中小企業ビジネスが如何なる形態であ
れ、社会的に存在し得るか否かに決定的な影響を与え
るものは、地域経済の発展段階に適合しているか否か
である。共生ビジネスを展開する地域に相応しいか否
かの視点から、充分に検討し選択することも、成功を
支える不可欠の条件であろう。そこで経済発展段階と
中小企業ビジネスの存立基盤の関係を探る必要があ
る。
さて、中小企業ビジネスは伝統的経済社会から離陸
し、発展途上過程に入って始めて出現するが、成熟化
した先進国経済においても中小企業は消滅するわけで
はない。アメリカでもヨーロッパ諸国でも、大企業と
中小企業とが、それぞれの固有の役割を果たしつつ共
存しているし、現在の日本でも同様である。しかし経
済発展段階の如何に応じて中小企業に期待される社会
的役割は同一ではない。経済発展のための近代化が進
むに従って、中小企業に期待されている社会的役割、
換言すれば中小企業ビジネスの存立条件は変化する。
まず、発展途上過程の初期には、先進地域（先進国
や先進する他地域）の既存ビジネスの模倣的導入ビジ
ネスが始まる。温州企業の生成発展過程が物語ってい
るように、目前に存在している欠乏（つまり顕在需要）
に応える製品の製造ビジネスが旺盛な企業家精神を持
つ起業家によって挑戦される。しかし起業家の出現に
は様々な前提条件が必要で、何処にでも必ず現れるわ
けのものではない。
やがて先見的な創業ビジネスが成功し、ビジネス規
模の拡大が起こり規模利益によるコストダウンが可能
となり、低価格供給が進むと、模倣者の参入が起こり、
供給量が増大して地域住民の所得を増大させ、これが
潜在需要を顕在化させ、地域の経済発展が更に進むこ
とになる。この、経済成長に向けての起爆剤となるの
が、創業ビジネスの主たる役割であり、遅れて経済発
展に向けて離陸しようとしている中国後進地域にとっ
て非常に重要な意味を持っていよう。
離陸後の成長発展を推進するのは、先進地域から導
入移植した既存ビジネスの成長発展である。既存ビジ
ネスの効率的拡大による社会的欠乏の克服、これがビ
ジネス活動に課されている最も一般的な社会的機能で
ある。必要や欲求を満足させる財貨の製造と提供が促
進されることによって、人々の生活は豊かになる。こ
の活動を担うのは、規模拡大途上にある量産型の中小
企業ビジネスと、その延長線上にある大企業である。
尤も、量産の方向に進まず、長く中小規模ビジネスの
ままで存在する場合もある。それは、①少量の需要し
か存在しないビジネス分野、②ビジネス資源や顕在需
要が地域的に散在し輸送コストが嵩むために量産が不
利であるビジネス分野、である。これら分野の中小企
業ビジネスは、一応の安定は得られるが、将来に向け
ての発展がない。積極的な経済発展へ貢献する中小企
業ビジネスとは言いがたい。
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将来に向けての発展を望むには、需要増大が見込ま
れる分野への参入でなければならない。これが量産型
ビジネスである。これによって、多くの人々の雇用が
実現し、その消費水準を向上させ、豊かな社会を現出
させる。これが本来の製造業に課された社会的使命で
あろう。量産型中小企業ビジネスの積極的な成長発展
こそが、貧しさからの脱出に最大の貢献をする。温州
や 博とか東莞など先発地域には、こうしたレベル
に達した幾つかの大規模企業が見出された。さて、量
産型中小企業ビジネスの成長発展の具体的手段には、
効率化を促進する技術的改善と、規模利益の享受の、
二つの側面があるが、現在中国政府の指導方針は、自
助努力によるビジネス量の外面的な拡大と企業グルー
プ化による外面的な大規模化である。大規模経営化に
は必然的に経営体質の革新を必要とする。温州調査や
東莞調査で見聞した企業の中にも、経営体質の革新を
無視して大規模化した結果、今後に問題を抱えている
企業を多く見た。こうした革新努力の不十分な中小企
業は、大企業へと成長できないばかりか、先に成長し
た大企業によって淘汰される恐れが大きい。経済の成
長軌道に乗った中国先進地域では、量産型中小企業ビ
ジネスの重要性認識が不十分であるように思われる。
さて、量産志向ビジネスの成長発展は、一部の中小
企業を大規模企業へと発展させ、規模利益に劣る大方
の中小企業は効率志向ビジネスから脱落させられる
が、その一方では、所得水準の上昇に伴う消費の高度
化や多様化とか、産業構造の高度化に伴う社会的分業
の深化などによる、規模利益を伴わない新たなビジネ
スチャンスが生まれ、新たな活路が開けるようになる。
ここに発生するビジネスチャンスによって、新たな中
小企業ビジネスの存立基盤が生まれてくる。ここに生
まれてくる中小企業固有ビジネスは、主として消費財
製造分野における効用志向ビジネス、具体的には、①
需要者に求められている多様化した必要や欲求に応え
るビジネス、②特に製造過程に洗練された感覚や熟練
を必要とする人間的配慮を必要とするビジネスなど、
主として生産財製造分野における産業集積高度化ビジ
ネスである。具体的には、①多数工場における一連の
統合作業（たとえば、受注→金型製作→鋳造→板金→
切削→研磨→組立→仕上→塗装→納入据付→運転指導
など）を分割し一部の工程に専門化して量産効果を発
揮する作業工程分割型ビジネス、②個別企業では少量
のため専門化できないような専門技術サービス付加型
のビジネス、③機械制大工場では不得意な作業（簡易
な組立、混合、仕上げなど）に特化した単純労働集約
型ビジネス、④一般の工場では不十分な高度な技術力
を持って補完する専門工場ビジネス（高度な加工機械
製作とか重要部品製作などの）、⑤機械制工場に馴染
まない人間的なサービスを伴う必要のある製造ビジネ
ス、などである。先進国に存在している中小企業ビジ
ネスの大半は、この種の中小企業ビジネスである。こ
の中小企業固有ビジネスは社会の満足水準を高め、経
済成長の起動力となる産業集積の効果的発展の促進に
大きな貢献する。しかし現在の中国政府は、これを積
極的に推進する必要性についての充分な認識を持って
いない。経済成長が持続している時代にあっては、既
存ビジネスの維持発展による利得獲得が意外と大きい
のに満足して、新たな改善に挑戦するビジネス革新に
容易には乗り出さず、政府の規模利益追求もあって、
この分野の中小企業ビジネスの生成発展は遅れ勝ちで
あり、我々が検分した中国企業の中にも、こうした状
態のものが多く発見された。適切な指導によって適度
規模中小企業ビジネスが活発化すれば、中国の経済発
展は一層加速されることになるだろう。
さて日本の場合、高度成長期に入ると大規模企業は、
急激に増大する需要に対応する生産能力の拡充が間に
合わず、能力不足で経済発展の速度にブレーキがかけ
られるようになった。ここに下請中小企業ビジネスが
多く存在した理由がある。現在の中国経済の実態から
は、こうした事態が来る時期は非常に遠いと思われる。
やがて中国内に存在した欠乏の顕在化が量的限度に達
し、既存財を既存技術で製造するだけでは経済の量的
成長が止まる。つまり経済が成熟化する。この場合で
も私営企業は、一層の利得獲得を目指す企業は効率化
に様々な工夫を凝らすだろう。この結果、企業間の競
争力格差がますます増大し、非効率企業（特に規模利
益の享受できない中小企業）の整理淘汰が激化し、省
力化や倒産企業増加で失業者が巷に溢れることにな
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る。効率化とは労働生産性を高めることであり、需要
の量的拡大が止まった状態での効率化競争は、労働力
の消費を減少させるからである。加えて、寡占化した
業界でのカルテル行為が横行し、富の偏在化が起こり、
一般大衆は収奪され一層貧しくなる。大企業体制が確
立するのである。世界先進国は現在、既に程度の差こ
そあれ、こうした状態にある。
この大企業体制による経済閉塞状態を打開する自由
主義国の方策は、従来の技術体系と異なる新ビジネス
の開発開拓しかない。現在の欧米諸国や日本などで推
進されている先端技術分野の新規創業促進がそれであ
る。しかし大企業体制も確立せず、既存ビジネス分野
での経済発展も閉塞状態に陥っていない中国政府の先
端技術型新規創業ビジネス促進は別な目的を持ってい
る。その目的とは世界の先進国に追いつく努力ばかり
ではなく、併せて先進国と競合する産業を生成発展さ
せ、できれば先進国を追い抜く努力に国費を投じて促
進しているのである。この分野での新規創業ビジネス
への参入も将来の成長発展可能性という見地から見逃
せないものがあろう。
４．日中共生ビジネスへの日本中小企業の挑戦に対す
る地域機関の支援
以上の分析から、中国私営企業の今後の成長発展ス
ピードは益々加速し、日本中小企業に対する脅威が増
大していくと結論され、これに対処する日本中小企業
の有効な方策は、日中共生ビジネスへの挑戦であるこ
と、では、日中共生ビジネスの展開方向は如何にある
べきか、について私見を述べてきた。それは中国全土
を視野に置き、日本中小企業の経営資源やビジネス機
能を発揮するに相応しい、地域や相手企業を選んで、
共生ビジネスを展開しなければならないと言うことで
あった。
しかし中小企業経営の最も基本的な特徴は経営資源
に乏しいことにあり、新たなビジネス分野に進出する
場合には、新事態に対応する経営資源（特に情報力や
技術力など）の不足が決定的な障害になり勝ちである。
充分な事前準備なしに、衝動的あるいは無計画的な中
国ビジネスへの進出であっては、これからの中国にお
いては、成功の可能性は殆ど無い。先取り的な周到な
準備と、充分な余裕を持っての計画的な実行、これが、
新たなビジネス分野に進出する場合に成功する必須条
件である。日中共生ビジネスに乗り出そうと志すとき、
まず、日本中小企業の経営者がしなければならない事
前準備は、共生ビジネスとは何か、具体的な共生ビジ
ネスのシステムや行動計画は如何にあるべきか、その
前提となる中国ビジネス界の現実と動向は如何である
か、などを充分に理解することであろう。それから、
今後の中国における中小企業ビジネスの意義を理解
し、かつ、将来への高い成長発展の可能性を持つ、パ
ートナーとなる優秀な中国企業家は誰か、何処にいる
か、を把握し、それと接触して相互が納得するまで理
解しあい、強い信頼関係を確立することである。
また共生ビジネスへの挑戦を志す日本中小企業は、
中国企業に提供できるビジネス機能の充実整備の事前
準備をしておかねばならない。充実整備すべきビジネ
ス機能とは、たとえば、技術力とか現場作業の管理力
であるかもしれない、資金力であるかもしれない。製
品開発力、販売力、経営力であるかもしれない。充分
なる事前調査に基づいて、共生ビジネスのパートナー
となる中国企業に、如何なる機能補完が有効かを充分
に見極め、その自社内保有を確認してから、具体的な
共生ビジネスの展開に入るべきであろう。
しかし、この準備を日本の中小企業が単独で行うこ
とは非常に難しい。従来まで手がけてきた既存ビジネ
スを、海外に舞台を移し軌道に乗せることは、従来ま
でにも多くの中小企業が挑戦し成功した事例が多くあ
るが、既存ビジネスから大きく外れた日中共生ビジネ
スを展開するとなると問題は全く異なってくる。中国
の諸事情を調査分析する能力を殆どの日本中小企業が
持っているはずはなく、また、現在の中国には中小企
業ビジネスに理解を持つ企業家も滅多にいない。これ
を何らかの方法で補完することがなければ、日本中小
企業が日中共生ビジネスに活路を見出すことは不可能
であろう。
しかし、これを解決する手段はある。それは、地域
発展への貢献を使命とする行政機関や研究機関、教育
機関（大学のほかコンサルタントなど広義の産業教育
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限公司（資本金1000万元以上の法人企業で上場可
能）、有限責任公司（出資者２～50人の法人企業）、
株式合作企業（従業員を含む複数個人の出資によ
る非法人企業）および、独資企業（従業員８人以
上の個人企業）の分かれている。つまり私営企業
は、株式有限公司、有限責任公司、株式合作公司、
独資公司の４形態に分かれる。）
（注２）従来まで取り残されていた中国の西部内陸地
域など（四川省、重慶市、貴州省、雲南省、陝西
省、甘粛省、青海省のほか、チベット、新疆ウイ
グル，内モンゴルなどの自治区を含む地域）の経
済開発を目的として2000年からスタートした国策
プロジェクトで、豊富に眠っている資源（水や鉱
物など）の開発と東部への提供（天然ガスの西気
東輸、電力の西電東送など）を行って内需拡大に
よるデフレ圧力緩和と国内格差解消を狙っている。
（注３）経営コンサルタントとしての私の体験に基づ
くものであるが、理論的にはボストンコンサルテ
ィンググループのラーニングカーブ理論によって
説明されている。
（注４）平成13年12月３日に慶応大学で行われた３E
研究院中小企業グループの会議で行われた、信金
中央金庫総合研究所金融グループ主任研究員・黒
岩達也氏の講演資料による。
（注５）本文中の注記のほか、本論文をまとめるに当
たって参考にした文献資料は以下の通りである。
凌星光ほか「中国の中小企業改革の現状と課題」
2003年日本図書センター、蔡林海「中国の知識型
経済」2002年日本経済評論社、津上俊哉「中国台頭」
2003年日本経済新聞社、清水美和「中国農民の反
乱」2002年講談社、丸川知雄「中国産業ハンドブッ
ク」2000年蒼蒼社、黒田篤郎「メイド・イン・チャ
イナ」2002年東洋経済新報社、王曙光「中国製品な
しで生活できますか」2002年東洋経済新報社、朱
建栄「中国第三の革命」2002年中公新書、丸川知雄
「市場発生のダイナミックス―移行期の中国経済」
1999年アジア経済研究所、日本経済新聞社「中国―
世界の工場から市場へ」2002年日経ビジネス文庫。
以上
機関も含めて）の支援活動の積極的な展開である。こ
こで積極的な支援活動というのは、中小企業者からの
相談に応じると言う受動的な支援ではなく、進んで支
援機関が中小企業者の進むべき道をビジョンとして示
し、その実現に向けて能動的に啓蒙活動や指導支援活
動を展開すると言うことである。
閉塞状態に落ち込み、一向に活路を見出しえない中
小企業を多く抱える地域の自治体には、共生ビジネス
への挑戦を成功させるよう支援することが重要な地域
活性化策となるのではないだろうか。たとえば、実質
的な産業交流を主要な目的として、中国の地方都市や
郷鎮、さらには村共同体と友好関係を結んで、密度の
濃い交流事業を活発に展開するなど、一考の価値があ
ろう。今回の 博市調査でも、訪問した中国中小企
業の経営者から、市政府の施策の一部として行われた
日本訪問も、数週間程度の滞日が限度で、これでは本
当に提携しあえる日本企業との相互理解を築くことは
無理、せめて数ヶ月は欲しいという意見を貰った。
共生ビジネスの構想の前提となる現地事情の調査分
析を中小企業者に独力で実施せよと言っても自信がな
いとしか答えようがないだろう。中国側パートナーと
して適当な現地企業を選ぶとなると、もっと難しい。
ここにも、地場の行政機関や業界団体とか大学研究機
関などの協力や支援、たとえば専門的調査能力を活か
した情報提供や、派遣人材への育成指導とか、共生ビ
ジネス構想策定への指導協力、さらには、障害となっ
ている技術的課題への試験研究機関の指導協力、進出
資金調達への地場金融機関の協力、など、日中交流関
係の構築や資金面での支援など、地域を挙げての促進
活動が必要とされている。こうした地場機関の支援は、
これら機関にとっても重要な意味を持つことに留意し
なければならない。これらの地域機関の存在基盤は地
域にあり、地域産業の成長発展はそれら機関の存立基
盤を強化する最も重要な方策となるからである。
（注１）現代中国の企業形態分類は、所有制の違いに
よって３分類される。公有企業（国有企業、郷鎮
企業など）、私（民）営企業、外資企業（合弁、合
作、独資）である。また法的形態別では、株式有
